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・2022年3月1日、欧州特許庁（EPO）の改訂審査基準が発効。 

・実務への影響が大きい項目として、「補正後のクレームへの明細書の適応（adaptation of the description）が緩和」が挙げられる。 

これまでの経緯 

A) 従来より、審査基準では、クレームの補正などにより明細書に記載の実施例と”inconsistency”（矛盾）が生じた場合、その矛盾を取り除くよう明細書を補

正することを出願人に要求していた。

B) 2021年3月の審査基準改定により、この要件が厳格化された。2021年改定後の審査基準では、補正後のクレームによりカバーされない実施形態を削除す

るか、 又はクレームの範囲外であることが明確に分かるよう補正することを出願人に要求していた。

C) この補正要件の厳格化について、EPOの “Consultation on the 2021 Guidelines”  において多くの意見が寄せられた。

    その結果、クレーム補正に伴って行われるべき明細書の補正に関する要件が一部緩和されることになった。 
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補正後のクレームへの明細書の適応：F-IV-4.3 （ 2021年の改訂により厳格化された要件の緩和） 
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